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平成 28 年度食品リサイクル等推進部会における検討結果 

～食品廃棄物等の再生利用等の取組の方策の検討に向けて～ 

平成 29 年７月 13 日 かながわ３Ｒ推進会議食品リサイクル等推進部会 

１ 趣旨 

平成27年７月末に新たな食品リサイクル法基本方針を含めた食品リサイクル法

関係省令・告示が公表された。 

その中で、都道府県は、管内の市町村と連携を図りながら、自らが実施する循

環型社会形成推進に係る施策において食品循環資源の再生利用等を位置付け、食

品循環資源の再生利用等の更なる推進を図るものとされている。 

また、市町村は、同基本方針において、食品循環資源の再生利用等や家庭から

発生する食品廃棄物の発生の抑制等について、地域の実情に応じて促進されるよ

う、必要な措置を講ずるよう努めるものとされている。また、平成28年1月に変

更された廃棄物処理法の基本方針において、市町村における家庭系食品ロスの発

生状況の把握を進める目標値が定められた。 

そこで県は、平成29年３月に改訂する「神奈川県循環型社会づくり計画」に食

品廃棄物対策を明確に位置付け、一般家庭、食品小売業、外食産業から排出され

る食品ロスを削減する対策等を促進するともに、フードチェーン全体における自

主的な再生利用の取組を促進していくための事業を盛り込むこととした。 

この計画改訂に先立ち、平成 28 年 11 月に、関係者が連携して取り組むための

具体的な方策を検討するため、食品関連事業者、リサイクル業者、消費者団体、

市町村などで構成する「かながわ３R 推進会議食品リサイクル等推進部会」を設

置した。 

そこで、平成28年度は、食品関連事業者に対する個別ヒアリング等を実施し、

その結果を踏まえ、県が取り組むべき方策を中心に今後の取組の方向性について

の検討を行った。 

資料５－１ 



2 

２ 発生状況と行政の取組等 

（１）発生状況 

  【事業系】 

ア 産業廃棄物 

廃棄物処理法の多量排出事業者（産業廃棄物の発生量が年間 1,000 トン

以上）等の報告から集計したところ、産業廃棄物である動植物性残さの発

生量は、平成 26 年度は約７万トン※１である。 

また、自主管理事業報告書の集計結果をもとに県全体へ拡大推計※２を

行ったところ、排出量は約 10 万トンとなった。 

※１ 廃棄物自主管理事業報告書等の集計結果

※２ 県内全体の製造品出荷額に対する自主管理事業報告書の製造品出荷額の 

割合をもとに推計

イ 一般廃棄物 

事業系ごみ搬入量（可燃ごみ） は平成 26 年度実績値で約 57 万トン

（うち、収集量は約 50 万トン）※１であり、その４割※２程度（約 23 万トン

と試算）が食品廃棄物に相当すると考えられる。 

※１ 再生利用のために民間リサイクル業者に搬出される量は含まれない 

※２ 横浜市における事業系ごみ中の生ごみの割合は約 40％（平成 24 年度）、また

鎌倉市における事業系ごみ中の厨芥類の割合は 44.82％（平成 27年度） 

【家庭系】

『平成 27 年度 地方自治体における食品廃棄物等の再生利用取組 実態調

査 （環境省）』 （調査期間：平成 28 年２月９日～28 日）を参考に、神奈

川県における家庭系の食品廃棄物の発生量と食品ロスの発生量を試算※する

と、食品廃棄物の発生量は約 63 万トン、食品ロスの発生量は約 19 万トンと

なる。 

※ 「一般廃棄物処理実態把握調査（平成 25 年度実績）」の値を用いて推計 

【参考】全国推計値からの試算 

全国推計値では食品廃棄物は 2,797 万トン、食品ロスは 632 万トンと推計

されている。ここから、単純に人口で割り返すと、神奈川県の食品廃棄物の

発生量は約 200 万トン、食品ロスの発生量は 45 万トンである。 
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食品廃棄物等の発生状況（万トン） 

食品廃棄物等 
全国※１

（25年度推計値）

神奈川県 

試算 

事業系 

①事業系廃棄物＋有価物 1,927 ※２ 

内訳 廃棄物 806  33 

産業廃棄物 

一般廃棄物 

260 

546 

10 

23 

有価物 901     ―

減 量 220     ―

（①のうち、食品ロス） (330)     ― 

家庭系 
②廃棄物 870 63 

（②のうち、食品ロス） (302) (19) 

※１ 全国推計値は食品リサイクル法に基づく定期報告の結果などを用いて環境省が推計 

※２ 都道府県別の定期報告は、平成 28 年度から報告（平成 27 年度実績）され、その集計

結果は平成 29年度に公表される見込み 
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(２) 県及び市町村の取組 

【県の取組】 

ア 食べきりげんまんプロジェクト（九都県市）    （資料５－１－１） 

ファミリーレストランなどの外食事業者と連携し、食べ終わった後の空

の食器と笑顔の写真を募集する「スマイルフォトコンテスト」を実施する

など、利用者に残さず食べるよう呼びかけており、平成28年度は、九都県

市あわせて 497 店舗の協力を得て実施 

イ 事業者の自主的取組の促進    （資料５－１－２、資料５－１－３） 

優良な取組事例を収集し、ホームページや廃棄物の発生抑制などに関す

る説明会等を通じて、排出事業者向けの情報提供を実施。 

ウ 農業・畜産業分野における取組 

肥料や家畜の餌として利用する研究のほか、食品廃棄物を排出する事業

者等からの相談に応じ、畜産農家への情報提供を実施。 

エ リサイクル製品の認定制度           （資料５－１－４） 

一定の要件を満たしたリサイクル製品を県が認定することで信用力を付

加し、その利用を促進するリサイクル製品認定制度を創設、平成 29 年３

月現在、肥料４製品、飼料１製品を認定。 

オ エコ10トライ                 （資料５－１－５） 

県民の環境保全に係る行動指針として、県民の日々の生活の中で、地球

環境問題を自分のこととして考え、解決するための行動を取りまとめたも

の。個人の行動メニューの中に、食品の期限切れが起こらないようにチェ

ックするメニューを設定し、生ごみの量をできるだけ減らす行動を促して

いる。 

カ 消費生活情報の提供              （資料５－１－６） 

NHK・FM 横浜放送「お昼前のお知らせ」（消費生活情報、平成 28 年８月

22 日）において「食品ロスの削減について」放送。また、環境や社会に配

慮した買い物の例から、消費者市民社会への参画のヒントを紹介したリー

フレットを発行した。 
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キ 食品リサイクル等取組推進セミナー       （資料５－１－７） 

食品関連事業者等を対象に、最新の食品リサイクル等の取組の動向や県

内の取組事例を紹介するとともに、会場にリサイクル事業者の特設ブース

を設置し、排出者やリサイクル業者等の関係構築を図るため、平成29年１

月 25 日に開催。 

ク 全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会 

平成 28 年 10 月に、「全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会が

設置され、３Ｒの推進の及び食品ロスの削減を目的に、「おいしい食べ物

を適量で残さず食べきる運動」の趣旨に賛同する普通地方公共団体を構成

員とするネットワーク作りを進めており、本県も参加している。 

ケ 家庭用生ごみ処理機等の適正な管理に関する調査 

多くの市町村では、生ごみの排出抑制対策のため、家庭用生ごみ処理機

等に対して補助制度を設けているが、一般家庭に広く普及するには至って

いないため、市町村への技術的支援の一環として、生ごみ処理機等を適切

に管理するための調査を実施。 

【市町村の取組事例】 

ア 一般廃棄物処理計画への位置づけ 

基本方針（廃棄物処理法及び食品リサイクル法）において、市町村は

「環境保全を前提としつつ、食品循環資源の再生利用等を地域の実情に応

じて促進するため、民間事業者の活用・育成や市町村が自ら行う再生利用

等の実施等について、市町村が定める一般廃棄物処理計画において適切に

位置付けるよう努めるもの」とされている。 

県内33市町村のうち、27市町村の一般廃棄物処理計画に食品廃棄物に関

する記載がある（平成27年度食品循環資源の再生利用等の促進に関する実

施状況調査（環境省委託調査））。 

イ 食品ロス調査 

基本方針（廃棄物処理法）では、「家庭から排出される食品廃棄物に占

める食品ロスの割合を調査したことがある市町村数について、現状（平成

25 年度 43 市町村）に対し、平成 30 年度において、200 市町村に増大させ

る」こととしている。県内では、８自治体で家庭から排出される食品ロス

の割合の調査を実施している（H28.4.1 時点）。 
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ウ 生活系ごみの排出抑制・資源化 

○ 生ごみ処理機の購入補助制度 

生ごみ処理機の購入補助制度は、県内 28 の自治体で導入している

（H28.4.1 時点）。購入補助制度の無い自治体でも、ダンボールコンポ

ストを無料配布するなど、家庭での生ごみの削減・リサイクルの促進を

図っている。 

○ 普及啓発                  （資料５－１－８） 

市町村は、パンフレットやリーフレットなどにより「賞味期限の正し

い理解、適量の購入と食べ切り、生ごみの水切り等」を呼びかけており、

中には、食品ロス削減を実践する飲食店を紹介したり、食べきりを呼び

かけるポスターを飲食店に掲示するなど、事業者と連携した取組を進め

ているところがある（H29.2.1 時点、７自治体）。 

○ その他 

・生活系ごみの収集料金の有料化 ８自治体（H28.4.1 時点） 

・戸別収集 ３自治体（H28.4.1 時点） 

・廃食用油の資源化 25 自治体（H28.4.1 時点、自治会等の協力を得な

がら各家庭から排出される廃食用油を回収しており、インクや燃料、

飼料、肥料、石鹸などへリサイクルされている。） 

エ 事業系一般廃棄物の排出抑制・資源化 

○ 多量排出事業者への指導監督 

多量排出事業者又は大規模事業所に対し、その事業系一般廃棄物の減

量化、資源化及び適正処理に係る計画書の提出を義務付けている市町村

は、23 自治体（H28.4.1 時点） 

○ 小学校等給食残さの資源化 

給食の食べ残しや調理くずを資源化する取組を行っている市町村は、

19 自治体、その内、４自治体で飼料化が行われており、残りは堆肥化を

行っている。  
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（３）その他 

【議会からの指摘】 

・ 食品ロスの発生には、ある特定の立場の者に責任があるわけではないこ

とから、それぞれの立場で取り組むこと、協力しながら取り組むこと、で

きることから着実に進めていくことが大切 

（平成 26 年第３回定例会） 

・ 食品が廃棄物となることをできるだけ抑制し、なお発生してしまう廃棄

物は、できる限り資源として無駄なくリサイクルしていくことが大変重要。

そのためには、まずは実態を把握するための調査を実施すべき 

（平成 28 年第２回定例会） 

・ 生活困窮者支援と食品廃棄物の削減という福祉・環境の両政策の観点か

ら、フードバンク活動を後押ししていく必要がある。 

（平成 28 年第３回定例会） 

・ 食品を無駄にせず、廃棄物として排出しないようにし、それでも廃棄物

となってしまう食品は、できる限り資源としてリサイクルを進める取組に

ついて、神奈川県循環型社会づくり計画に盛り込み、事業を進めていくこ

とが必要             （平成 28 年第３回定例会） 

・ 食品ロスの削減には、３０１０運動のような、分かりやすく実践しやす

い取組を県民に呼びかけていくことは重要であり、宴会を開く機会の多い

企業などに向けて、その実践を呼びかけることは効果的 

（平成 29 年第１回定例会） 
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３ 各団体等へのヒアリング概要 

（１）市町村 

（資料５－１－９）

ア ヒアリング調査（資料） 

(ｱ) 対象 県内全市町村 

(ｲ) 期間 平成 28 年２月１日～16 日 

(ｳ) 結果（主な意見等） 

○ 家庭系の食品ロスの調査方法を統一しなければならない。 

○ 事業系一般廃棄物には食品廃棄物が多く含まれているが、排出量

は把握していない。 

○ 既存の民間再生利用施設は処理容量が少ない、自区内に施設がな

いので、食品関連事業者に再生利用を案内できていない状況 

○ 本格的に取組を推進する場合、民間施設では物量的に間に合わ

ず、地方自治体として施設整備を検討しなければならないが、土地

の問題もあり、困難 

○ （多くの市町村では）処理原価の範囲で負担を求めていく（とい

った回答の他、県内では比較的高く設定している市町村では）リサ

イクル単価も考慮して処理手数料を設定している。 

イ ｢食品リサイクル等の促進に係る打ち合わせ会｣での意見 

(ｱ) 対象 政令４市（横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市）、鎌倉市、 

小田原市、湯河原町 

(ｲ) 日時 平成 28 年９月１日 

(ｳ) 結果（主な意見等） 

○ 家庭の食品ロスを削減するためには、普段から食材を無駄にしな

い行動の習慣化が必要である。 

○ 外食業では、お客に無理に食べさせることはできないし、保健所

から持ち帰りを止められることもある。消費者自身が食べ物を残さ

ないという意識を持つ必要がある。 

○ 費用が高いので事業者はリサイクルをしようとしない。 

○ 受け入れ先（リサイクル業者）が少ない。 

○ 事業者（幼稚園や小学校を含む。）による生ごみ処理機の利活用

は、メンテナンスや肥料の扱いに苦慮し、根付かない。 
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ウ 食品リサイクル等推進部会での意見 

(ｱ) 日時 平成 28 年 11 月 24 日 

(ｲ) 結果（主な意見等） 

○賞味・消費の期限の違いは理解している一方で食品ロスが減らない

というギャップをどうすべきかが課題となっている。 

○消費者にはライフスタイルから変えてもらう必要があるが、非常に

難しいと感じる。 

○生野菜や加工品などが廃棄されていることが多いことから、消費者

は食べることができるか否かの判断がしにくいのではないか。      

○処理手数料については非常に難しい問題で、慎重な議論が必要であ

る。 

（２）食品関連事業者 

（資料５－１－10） 

ア 個別ヒアリングの結果 

(ｱ) 対象 食品製造業、食品小売業・外食業 他 

(ｲ) 日時 平成 28 年６月～ 

(ｳ) 結果（主な意見等） 

○ 受け入れ先（リサイクル業者）がいない。 

○ 費用が高く、リサイクルに取り組むメリットがない。 

○ リサイクルと廃棄の処理費用の差がなくなるよう、行政から再生

利用事業者へ助成金があるといいと思うが、税金（は、より公共的

な目的のために使うべきで、一事業者に向けの助成金に税金）を使

ってほしくない。 

○ 生ごみの分別に手間がかかる。 

○ 生ごみ処理機は、臭いが気になる。できた堆肥の扱いに困る。 

○ 食品リサイクルを促進するため、行政に発信源になってもらいた

い。 

イ アンケート調査の結果      （資料５－１－11、資料５－１－12） 

(ｱ) 対象 一般社団法人 フランチャイズチェーン協会（13 件） 

(ｲ) 日時 平成 28 年９～10 月 

(ｳ) 結果（発生抑制やリサイクルの取組状況、課題、行政への要望等） 

○リサイクル費用が高いため、リサイクルの店舗拡大が難しい。 

○受け入れ先（リサイクル業者）が不足している。 
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ウ 食品リサイクル等推進部会での意見 

(ｱ) 日時 平成 28 年 11 月 24 日 

(ｲ) 結果（主な意見等） 

○ コスト削減や顧客ニーズに応じることが、自然と発生抑制の取組

みとなっている。 

○ 今後はフードバンクの取組を広げていくことが必要ではないか。 

○ リサイクルの推進には、お互い win-win-win の関係ができれば促

進される。 

○ 消費者へのアピールという点では、スーパーなど集客のある場所

で、例えば週末イベントなどを行うということは、小売業として取

組めることである。 

○ 取組む事業者への「見える」感謝や評価（表彰や認定）が有効で

ある。 

（４）リサイクル事業者                  

（資料５－１－13）

ア 個別ヒアリングの結果 

(ｱ) 対象 県内の再生利用事業者  

(ｲ) 日時 平成 28 年２月～ 

(ｳ) 結果（主な意見等） 

○ 自治体の処理費用がリサイクル費用より安いので、環境意識の高

い事業者以外はリサイクルを選択しない。 

○ 堆肥製造者には、堆肥が残ってしまうところが多い。 

○ 食品リサイクルを促進するには、行政から食品リサイクル自体の

周知や取組事例のＰＲが必要である。 

○ 官公庁による積極的なリサイクル品の利活用が必要である。 

○ 再生利用事業者間の情報交換の場があれば、お互い得意・不得意

の部分を補うことができ、全体としてリサイクルの推進につながる

のではないか。 

イ 食品リサイクル等推進部会での意見 

(ｱ) 日時 平成 28 年 11 月 24 日 

(ｲ) 結果（主な意見等） 

○ 堆肥化施設は設置場所の制約があり、また、安定した製品の生産

や施設の維持管理が難しく、これらがリサイクル費に直結する。 

○ 「廃棄物から出来た肥料」というネガティブなイメージが払拭で

きない。 
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○ 農業者からは様々な要望があることは承知しているが、柔軟に対

応することが困難である。 

○ 市町村だけでなく、県が積極的にＰＲすることが必要である。 

（５）農畜産業者 

（個別ヒアリング、食品リサイクル等推進部会での意見） 

    （資料５－１－10） 

（主な意見） 

○ 農畜産業者側の要望に再生利用事業者がどれだけ答えることができる

か、信頼関係の構築が課題である。 

○ 小売業や外食産業からの廃棄物は組成が単一でなく、また、分別も徹底

されないことが多いため、リサイクルに乗せるにはハードルが高い。 

（６）消費者 

（資料５－１－10） 

（主な意見） 

○ 食品関連事業者の取組を評価・ＰＲして、消費行動に結びつける仕組

みが必要。消費者も賢くならなければならない。 

○ 消費者の過度な鮮度意識は見直す必要がある。 

○ 提供する食事の量と料金を合わせれば、食べ残しは減る（シルバー料

金設定など）。 
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４ 今後の取組の方策について 

 各団体等へのヒアリング結果等を踏まえ、今後の取組の方策について、次の

とおり取りまとめた。 

（１）発生抑制 

ア 方策についての部会意見 

   ○ 食品ロス削減の取組をまだ行っていない消費者への普及啓発は、食品 

    関連事業者や生産者と連携して行うと効果的ではないか。 

   ○ 食品ロス削減の取組について、発生量を計量し数値化することで、取 

    り組んだ消費者や事業者は目に見えた効果を確認できる。また、その取 

組を評価し、アピールする仕組みも必要である。 

  イ  課題と取組の方向性 

① 食品廃棄物等の発生量の把握 

発生抑制に関する取組の効果を、県全体の数値として把握できてい 

    ないことから、県及び市町村は、家庭からの食品ロスの排出状況など、 

その実態を把握するための取組を進めていくこと。 

② 消費者の理解の深化と実行につながる効果的な普及啓発 

食品ロスの削減などの食品廃棄物対策の重要性については、広く理

解されつつあるが、県民一人ひとりの具体的な取組の実践に結びつけ

ていくために、また、食品関連事業者やリサイクル事業者の取組への

理解を深め、消費者としてより賢い購買行動をとるために、県及び市

町村は、さらに効果的な普及啓発等（取組事業者の表彰など）に取り

組むこと。 

③ 未利用食品の活用 

梱包資材の破損等により、通常の販売が困難となった食品について

は、フードバンク活動の積極的な活用などの取組を進めていくこと。 



13 

 (2) リサイクル等 

   ア 方策についての部会意見 

    〇 リサイクル事業は周辺住民への配慮や規制対応のコスト高により運

営が難しいことを踏まえ、方策を検討すべき。 

    〇 ループの構築には、関係者間の信頼が不可欠であるため、相手の顔

が見える小さなループを構築していくべき。 

    〇 食品リサイクル等の取組は、商売上のライバル企業とも協調して推

進し、また、中小規模の事業者も巻き込んでいく姿勢が必要である。 

   イ 課題と取組の方向性 

    ① リサイクルに消極的な食品関連事業者への対応 

中小規模の飲食店や小売店では、食品廃棄物の分別の手間、スペ 

ース等に制約があり、そのリサイクルの取組が進めにくい実態があ 

る。また、フランチャイズチェーン本部事業者から加盟店へのリサ 

イクル等の促進の要請にコスト面から対応できない店舗もある。こ 

れらの理由によりリサイクルに消極的な食品関連事業者に対して、 

県及び市町村は、リサイクルの取組を促進していくために必要な検 

討を行うこと。 

    ② リサイクルの受入量拡大への対応 

食品関連事業者がリサイクルに取り組みたくても受入先が少ない、

市町村の処理手数料が安価でリサイクルが進まないのではないかと

の意見がある。一方で、リサイクル事業にとって再生品の販売先の

確保は必須であるにもかかわらず、リサイクル肥飼料に対する農畜

産業者の認知度が低いといった実態がある。このことから、排出量

の増減への対応や、リサイクル肥飼料の販売先確保について、再生

利用事業者間での連携した取組を進めていくこと。 

    ③ 再生製品の販路の確保 

リサイクル肥飼料やそれを利用して生産した食品について、ネガ 

ティブなイメージが払拭できない実態を「価値あるリサイクル」と 

いう付加価値で埋めていくため、食品関連事業者は、リサイクル肥 

飼料やそれを利用して生産した食品の利用・販売等の取組を進める 

こと。 
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（３）方策（案） 

ｚｚ 

部会：かながわ３Ｒ推進会議食品リサイクル等推進部会

 市町村専門部会：神奈川県ごみ処理広域化推進会議専門部会（平成 29年度設置） 

大規模小売店等 

(多量排出事業者) 

中小規模小売店等

（多量以外） 

家    庭 

発生抑制 

  ＋ 

リサイクル 

発生抑制 

未利用食品の

活用 

理解の深化・

実行につなが

る普及啓発 

受入量拡大へ

の対応 

リサイクルに

消極的な事業

者への対応 

食品廃棄物等

の発生量把握 

フードバンク活動 

の推進 

効果的な普及啓発

の手法について検

討 

食品関連事業者や

再生利用事業者の

連携の推進 

分別の手間・スペー

ス、コストの課題に

ついて市町村と協議

調査手法・マニュ

アル作成の検討 

再生製品の販

路の確保 

再生製品を利用し

た生産品の需要拡

大 

部

会 

で

検

討

市

町

村

専

門

部

会

で

検

討


